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�愛媛県告示第１６７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１６８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同

法第４９条の規定により、施術機関を次のように指定した。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１６９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県
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協定の適用を受けるものである。

告 示

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

古賀耳鼻咽喉科 医療法人
古賀耳鼻咽喉科

宇和島市御幸町二丁目６
番３号

平成２０年
１２月１日

ちあーず歯科・
小児歯科 野 本 知 佐 伊予郡砥部町原町３２５－

３７
平成２１年
１月７日

施術機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

やまだ接骨院 山 田 敬 司 宇和島市寿町二丁目４－
３

平成２１年
１月１６日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

岡宮内科医院 医療法人
岡宮内科医院 宇和島市広小路２番３３号 平成２０年

１０月１９日

古賀耳鼻咽喉科 古 賀 健一郎 宇和島市御幸町二丁目６
番３号

平成２０年
１２月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社信介 宇和島市吉田町立間尻甲５５４
番地６ 訪問介護ひいらぎ 宇和島市恵美須町二丁目４番

２２号 平成２０年１２月１７日

社会福祉法人香南会 高知県香南市赤岡町１１６０番地
１ グループホームけやきの里 新居浜市大生院１５４番地３ 平成２０年１２月２０日

毎週（火・金）曜日発行 第２０３７号 平成２１年２月６日

平成２１年２月６日金曜日 第２０３７号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１７４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定に

より指定した介護機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

株式会社トータル・ライフサ
ービス愛媛

四国中央市三島中央一丁目１
番８５号 訪問介護事業所ケアライフ 四国中央市三島中央一丁目１

番８５号 平成２１年１月１４日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社梅田介護サービス 南宇和郡愛南町御荘平城２７１４ 有限会社梅田介護サービス居
宅介護支援事業所 南宇和郡愛南町御荘平城２７１４ 平成２０年１２月１０日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社信介 宇和島市吉田町立間尻甲５５４
番地６ 訪問介護ひいらぎ 宇和島市恵美須町二丁目４番

２２号 平成２０年１２月１７日

株式会社トータル・ライフサ
ービス愛媛

四国中央市三島中央一丁目１
番８５号 訪問介護事業所ケアライフ 四国中央市三島中央一丁目１

番８５号 平成２１年１月１４日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人愛隣園 松山市神田町３番１９号 指定短期入所生活介護特別養
護老人ホームガリラヤ荘 東温市松瀬川乙１０２０番地 平成２０年１０月３１日

古 賀 健一郎 宇和島市野川甲１２８９ 古賀耳鼻咽喉科 宇和島市御幸町二丁目６番３
号 平成２０年１１月３０日

有限会社ひまわりの郷 新居浜市大生院１５４－３ 新居浜市大生院１５４－３ 認知症対応型共同生活介護事
業所まごころケアー 平成２０年１２月１９日

介護機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

ガ リ ラ ヤ 荘 社会福祉法人
愛 隣 園 東温市松瀬川乙１０２０番地 平成２０年

１０月３１日

宇和町特別養護
老人ホーム松葉
寮

社会福祉法人
西予総合福祉会

西予市宇和町久枝甲１４３４
－１

平成２０年
７月３１日

愛 媛 県 報平成２１年２月６日 第２０３７号

１０８



��������������

��������������

��������������

�������
�愛媛県告示第１７９号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第６５条の規定に基づ

き、次のとおり指定自立支援医療機関の辞退の申出があった。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

うに廃止した旨の届出があった。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７６号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７７号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人愛隣園 松山市神田町３番１９号 指定短期入所生活介護特別養
護老人ホームガリラヤ荘 東温市松瀬川乙１０２０番地 平成２０年１０月３１日

古 賀 健一郎 宇和島市野川甲１２８９ 古賀耳鼻咽喉科 宇和島市御幸町二丁目６番３
号 平成２０年１１月３０日

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢 体 不 自 由
内科・リハビ
リテーション
科・放射線科

伊 予 病 院 酒 井 啓 行 伊予市八倉９０６－５ 平成
２１年２月１日

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 西 田 智 保 東温市志津川 〃

〃 〃 〃 菊 川 忠 彦 〃 〃

〃 〃 〃 青 木 克 徳 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

外 科 今治市医師会市民病
院 柳 瀬 尚 人 今治市別宮町七丁目１－４０ 〃

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 辞退年月日

視 覚 障 害 眼 科 住 友 別 子 病 院 野 口 毅 新居浜市王子町３－１ 平成
２０年１２月３１日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

チェリー薬局垣生店 新居浜市垣生１丁目７番２１号 有限会社チェリー薬局 薬局 平成２１年
２月１日

そうごう薬局今治東店 今治市松本町１丁目７－１１ 総合メディカル株式会社 薬局 平成２１年
２月１日

愛 媛 県 報平成２１年２月６日 第２０３７号

１０９
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�愛媛県告示第１８０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

八幡浜市真網代乙９４の３、乙９４の４、乙９５の１、乙９５の３から

乙９５の５まで、乙９７の５から乙９７の７まで

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１８１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町久家８９３、８９９

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１８２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（高密度メッシュ標高データ作成作業）

２ 作業期間 平成１９年９月３日から

平成２１年１月７日まで

３ 作業地域 県内全域

�������
�愛媛県告示第１８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

四国中央市川之江地区土地改良区から次のとおり役員が就任し、及

び退任した旨の届出があった。

平成２１年２月６日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１８４号
今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改良

事業（かんがい排水）・田浦地区）の施行は、適当と認められるの

で、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項におい

て準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を

縦覧に供する。

名 称 辞退年月日

本町薬局 平成２０年１２月２５日

真木薬局 平成２０年１２月３０日

おがた薬局 平成２１年１月１０日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 原 巧 四国中央市三島宮川３丁目４番１５号

〃 薦 田 正 明 四国中央市川之江町６５６番地１

〃 石 川 有 利 四国中央市川之江町２９５１番地

〃 星 川 安 � 四国中央市金生町下分３６５番地

〃 石 川 靜 男 四国中央市金生町山田井１９０－１

〃 長 野 岩 男 四国中央市金生町山田井１３６４－４

〃 柴 垣 隣 夫 四国中央市金生町山田井８９３－１

〃 石 川 邦 彦 四国中央市上分町７２０番地

〃 佐 藤 保 之 四国中央市上分町１１９９番地１

〃 山 川 彰 夫 四国中央市金田町金川３２０番地

〃 吉 岡 秀 � 四国中央市金田町金川９２４番地５

〃 石 川 滿 箕 四国中央市金田町金川１２５３番地

〃 矢 野 強 四国中央市金田町半田甲５３０番地

〃 喜 井 眞 澄 四国中央市川滝町下山２１７１番地

〃 篠 原 義 尚 四国中央市川滝町下山１７７２番地

〃 篠 原 共 明 四国中央市柴生町４４８番地３

〃 石 川 辰 男 四国中央市妻鳥町２９６１番地１

監 事 大 西 明 四国中央市金生町山田井７０６－１

〃 秦泉寺 圓 始 四国中央市金田町半田乙３３５番地

〃 毛 利 仁 弘 四国中央市川滝町領家１１５６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 原 巧 四国中央市三島宮川３丁目４番１５号

〃 薦 田 正 明 四国中央市川之江町６５６番地１

〃 石 川 有 利 四国中央市川之江町２９５１番地

〃 星 川 安 � 四国中央市金生町下分３６５番地

〃 白 川 溥 四国中央市金生町山田井２１０番地

〃 長 野 岩 男 四国中央市金生町山田井１３６４－４

〃 柴 垣 隣 夫 四国中央市金生町山田井８９３－１

〃 石 川 邦 彦 四国中央市上分町７２０番地

〃 佐 藤 保 之 四国中央市上分町１１９９番地１

〃 南 量 雄 四国中央市金田町金川２９２－１

〃 宮 内 登 四国中央市金田町金川１６２８番地

〃 宇 高 平 四国中央市金田町金川１４８２番地

〃 矢 野 強 四国中央市金田町半田甲５３０番地

〃 喜 井 達 雄 四国中央市川滝町下山２１７８番地１

〃 毛 利 仁 弘 四国中央市川滝町領家１１５６番地

〃 鈴 木 郁 辰 四国中央市柴生町３３９番地２

〃 井 川 眞 治 四国中央市妻鳥町２６７０番地

監 事 山 下 薫 稔 四国中央市川之江町２９０２番地５

〃 篠 永 薫 四国中央市上分町１３番地

〃 山 川 修 一 四国中央市川滝町下山１７４０番地
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公 告

平成２１年２月６日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

田浦地区）計画書の写し

� 今治市土地改良事業分担金等徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２１年２月９日から３月９日まで

３ 縦覧場所

今治市役所吉海支所

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

西条市丹原町石経１１４８番２ 雑種地 ２９７．８５�

西条市丹原町石経１１５４番２ 雑種地 ８６９．６１�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２１年２月６日（金）から平成２１年３月６日（金）まで

の執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午

後５時３０分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県土木部河川港湾局河川課河川行政係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２６７０

ウ 提出方法

持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書

便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書

留郵便に準ずるもの。以下「郵便等」という。）により提出

すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵便等による提出の取扱い

郵便等による提出の場合は、平成２１年３月６日（金）午後

５時３０分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書、入札参加申込書の交付

場所及び問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２１年２月２６日（木）午前１０時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２１年３月２３日（月）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県西条市丹原町池田１６１１

愛媛県西条第二庁舎２階入札室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２１年２月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２１年１月２８日 特定非営利活動法人
ハーモニーきらら 柴 田 � 子 西予市宇和町卯之町四丁目２３９番

地
この法人は、高齢者や心身障害者に対して生活
や就労等を支援する事業を行い、これらの人々
が地域社会の一員として、楽しく主体的に暮ら
していけるよう支援することで、もって公益の
増進に寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２１年２月６日 第２０３７号
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公安委員会規則

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�愛媛県公安委員会規則第１号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年２月６日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（軽車両の乗車又は積載の制限）

第１０条 法第５７条第２項の規定により、軽車両の運転者は、次の

各号に定める乗車人員又は積載物の重量、大きさ若しくは積載の

方法の制限をこえて乗車をさせ、又は積載をして軽車両を運転し

てはならない。

� 乗車人員の制限は、次のとおりとする。

ア 自転車には、運転者以外の者を乗車させないこと。ただし、

次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

� 省略

� 省略

� 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４８条の１４第２項に

規定する自転車専用道路において、その乗車装置に応じた

人員を乗車させている場合

イ 省略

�～� 省略

別表第１（第２条関係）

（軽車両の乗車又は積載の制限）

第１０条 法第５７条第２項の規定により、軽車両の運転者は、次の

各号に定める乗車人員又は積載物の重量、大きさ若しくは積載の

方法の制限をこえて乗車をさせ、又は積載をして軽車両を運転し

てはならない。

� 乗車人員の制限は、次のとおりとする。

ア 自転車には、運転者以外の者を乗車させないこと。ただし、

次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

� 省略

� 省略

� 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４８条の８第２項に

規定する自転車専用道路において、その乗車装置に応じた

人員を乗車させている場合

イ 省略

�～� 省略

別表第１（第２条関係）

障害の区分 障害の級別 重度障害の程度 障害の区分 障害の級別 重度障害の程度

省略 省略

下肢不自由 １級から４級 までの各級 省略 下肢不自由 １級から３級の１までの各級 省略

省略 省略

別表第２（第９条の２関係） 別表第２（第９条の２関係）

愛 媛 県 報平成２１年２月６日 第２０３７号
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２１年２月６日

愛媛県立中央病院長

梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

清掃業務の委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県立中央病院清掃業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書等による。

� 委託期間

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

愛媛県立中央病院及び愛媛県立中央病院東洋医学研究所並び

に愛媛県立中央病院研修棟

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パ－セントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当する者。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の清掃業務の実績を有し、委託業務につい

て、適切かつ迅速に履行し得る体制が整備されていることを証

明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

平成２１年３月２７日（金）午後２時００分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成２１年２月６日（金）から３月１９日（木）までの執務時

間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２１年３月２７日（金）午後２時００分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの

規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入札書に、

委託業務を履行できることを証明する書類を添付して、入札書

の受領期限までに提出しなければならない。

なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明を

求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

番号 路線名 区間 番号 路線名 区間

１～９

省略

１～９

省略

１０ 一般国道３３号 松山市北井門二丁目１８番２０号か

ら同市小坂五丁目２４番１まで

１０ 一般国道３３号 松山市北土居町５１３番１ か

ら同市小坂五丁目２４番１まで

１１ 一般国道３３号

（松山外環状線）

松山市北井門二丁目４２２番２から

同市北井門二丁目１９０番１まで

１１ 一般国道３３号

（松山外環状線）

松山市北土居町４２２番２から同市

北井門町１９０番１まで

１２～１２２

省略

１２～１２２

省略

附 則

この規則は、平成２１年２月１０日から施行する。
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� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると愛媛県立中央病院長が判断した入札

者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条において例によ

ることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成

された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札

を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Cleaning

Services for Ehime Prefectural Central Hospital，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，２７March２００９

� For further information，please contact： Accounting Section，

General Affairs Division，Secretariat，Ehime Prefectural

Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，Ehime

７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８

平成２１年２月６日 発行
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